
第４０号議案 

平成２７年度宍粟市国民健康保険診療所特別会計予算 

 

 

 平成２７年度宍粟市の国民健康保険診療所特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 324,789千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、｢第１表 歳入歳出予算｣による。  

（地方債） 

第２条 地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 230条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利

率及び償還の方法は、｢第２表 地方債｣による。 

 （一時借入金） 

第３条 地方自治法第 235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、100,000千円と定める。 

  

   平成２７年３月２日提出 

 

                                              宍粟市長   福 元 晶 三 
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歳　入 （単位：千円）
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款 項 金　　　　　額

歳 　 入 　 歳 　 出 　 予 　 算

第 １ 表

 1 診療収入 224,817
 1 外来収入 224,816
 2 その他の診療収入 1

 2 使用料及び手数料 1,042
 1 使用料 56
 2 手数料 986

 3 財産収入 115
 1 財産運用収入 115

 4 繰入金 96,880
 1 他会計繰入金 96,880

 5 繰越金 1
 1 繰越金 1

 6 諸収入 1,234
 1 雑入 1,234

 7 市債 700
 1 市債 700

歳 　 　 　 入 　 　 　 合 　 　 　 計 324,789



歳　出 （単位：千円）
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款 項 金　　　　　額

 1 総務費 134,954
 1 施設管理費 134,954

 2 医業費 145,983
 1 医業費 145,983

 3 介護サービス事業費 24,280
 1 居宅介護サービス事業費 24,280

 4 公債費 19,572
 1 公債費 19,572

歳 　 　 　 出 　 　 　 合 　 　 　 計 324,789
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第２表  地方債
(単位：千円)

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

医 療 機 器 整 備 事 業 700 証 書 借 入

  年利３．０％以内
(ただし、利率見直し方式で借り
入れる政府資金等について、利
率の見直しを行った後において
は、当該見直し後の利率)

  据置期間３年以内を含めて償還期限12年以内とする。
  ただし、市財政の都合により据置期間及び償還期限を短
縮し、又は繰上償還もしくは低利に借換えすることができ
る。
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款 本年度予算額 前年度予算額 比　　較

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書１ 総 　 括

診療収入 224,817 256,852 △32,035  1

使用料及び手数料 1,042 1,024 18  2

財産収入 115 115 0  3

繰入金 96,880 77,636 19,244  4

繰越金 1 1 0  5

諸収入 1,234 1,761 △527  6

市債 700 4,400 △3,700  7

県支出金 0 2,214 △2,214 10

324,789 344,003 △19,214歳 　 入 　 合 　 計



（歳　　出） （単位：千円）
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款 本年度予算額 前年度予算額 比　　較
本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

特　定　財　源
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一般財源

総務費 134,954 149,614 △14,660 68,704 66,250  1

医業費 145,983 157,677 △11,694 700 373 144,910  2

介護サービス事業費 24,280 18,454 5,826 10,622 13,658  3

公債費 19,572 18,258 1,314 19,572  4

歳　出　合　計 324,789 344,003 △19,214 700 99,271 224,818



歳入
（単位：千円）
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（款）  1 診療収入 （項）  1 外来収入

目 本 年 度 前 年 度 比　較
節

区      分 金　額
説　　　　　　　　　　　　　明

  1 国民健康保険診療報酬収 41,880 46,200 △4,320   1 現年度分 41,880 国民健康保険診療報酬収入 41,880

入

  2 社会保険診療報酬収入 21,630 25,860 △4,230   1 現年度分 21,630 社会保険診療報酬収入 21,630

  3 後期高齢者診療報酬収入 111,600 124,200 △12,600   1 現年度分 111,600 後期高齢者診療報酬収入 111,600

  4 その他診療報酬収入 7,279 9,108 △1,829   1 現年度分 7,278 その他診療報酬収入 7,278

  2 未収入繰越分 1 未収入繰越分 1

  5 一部負担金収入 29,947 36,483 △6,536   1 医療給付分現年度分 28,768 医療給付分現年度分 28,768

  2 通所リハビリ分現年度分 360 通所リハビリ分現年度分 360

  3 訪問看護分現年度分 816 訪問看護分現年度分 816

  4 医療給付分未収繰越分 1 医療給付分未収繰越分 1

  5 通所リハビリ分未収繰越 1 通所リハビリ分未収繰越分 1

分

  6 訪問看護分未収繰越分 1 訪問看護分未収繰越分 1

  6 介護報酬収入 12,480 15,000 △2,520   1 通所リハビリ収入 3,240 通所リハビリ収入 3,240

  2 訪問看護収入 9,240 訪問看護介護給付費収入 9,240

計 224,816 256,851 △32,035

（款）  1 診療収入 （項）  2 その他の診療収入

目 本 年 度 前 年 度 比　較
節

区      分 金　額
説　　　　　　　　　　　　　明

  1 諸検査収入 1 1 0   1 現年度分 1 諸検査収入 1

計 1 1 0



歳入
（単位：千円）
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（款）  2 使用料及び手数料 （項）  1 使用料

目 本 年 度 前 年 度 比　較
節

区      分 金　額
説　　　　　　　　　　　　　明

  1 自動車使用料 56 64 △8   1 現年度分 56 現年度分 56

計 56 64 △8

（款）  2 使用料及び手数料 （項）  2 手数料

目 本 年 度 前 年 度 比　較
節

区      分 金　額
説　　　　　　　　　　　　　明

  1 診断書料 861 800 61   1 診断書料 861 診断書料 861

  2 証明書料 26 45 △19   1 証明書料 26 証明書料 26

  3 福祉手数料 98 114 △16   1 福祉医療取扱手数料 98 福祉医療取扱手数料 98

  4 督促手数料 1 1 0   1 督促手数料 1 督促手数料 1

計 986 960 26



歳入
（単位：千円）
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（款）  3 財産収入 （項）  1 財産運用収入

目 本 年 度 前 年 度 比　較
節

区      分 金　額
説　　　　　　　　　　　　　明

  1 利子及び配当金 115 115 0   1 利子及び配当金 115 国民健康保険診療所運営基金利子 115

計 115 115 0



歳入
（単位：千円）
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（款）  4 繰入金 （項）  1 他会計繰入金

目 本 年 度 前 年 度 比　較
節

区      分 金　額
説　　　　　　　　　　　　　明

  1 一般会計繰入金 87,697 71,036 16,661   1 一般会計繰入金 87,697 一般会計繰入金 87,697

  2 国保会計繰入金 9,183 6,600 2,583   1 国保会計繰入金 9,183 国民健康保険事業特別会計繰入金 9,183

計 96,880 77,636 19,244



歳入
（単位：千円）
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（款）  5 繰越金 （項）  1 繰越金

目 本 年 度 前 年 度 比　較
節

区      分 金　額
説　　　　　　　　　　　　　明

  1 繰越金 1 1 0   1 前年度繰越金 1 前年度繰越金 1

計 1 1 0



歳入
（単位：千円）
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（款）  6 諸収入 （項）  1 雑入

目 本 年 度 前 年 度 比　較
節

区      分 金　額
説　　　　　　　　　　　　　明

  1 雑入 1,234 1,761 △527   1 雑入 1,234 休日在宅当番医手当補助金 340

容器等売却料 21

公衆電話料 9

校医・園医等負担金 864

計 1,234 1,761 △527



歳入
（単位：千円）
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（款）  7 市債 （項）  1 市債

目 本 年 度 前 年 度 比　較
節

区      分 金　額
説　　　　　　　　　　　　　明

  1 医業債 700 4,400 △3,700   1 医業債 700 過疎対策事業債（医療機器整備事業） 700

計 700 4,400 △3,700



歳入
（単位：千円）
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（款） 10 県支出金 （項）  1 県補助金

目 本 年 度 前 年 度 比　較
節

区      分 金　額
説　　　　　　　　　　　　　明

  1 診療施設等設備整備費県 0 2,214 △2,214 廃　　　　　　　　　　目

補助金

計 0 2,214 △2,214

00030536
長方形

00030536
長方形

00030536
長方形



歳出
（単位：千円）
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（款）  1 総務費 （項）  1 施設管理費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

本　年　度　の　財　源　内　訳
特　定　財　源

国　県
支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額 説　　　　　明

  1一般管理費 134,954 149,614 △14,660 68,704 66,250   2給料 39,799 一般職給料 39,799

  3職員手当等 37,854 扶養手当 717

期末手当 9,664

勤勉手当 5,481

時間外勤務手当 900

通勤手当 1,914

管理職手当 3,708

特殊勤務手当 14,700

住居手当 270

医師特別手当 500

  4共済費 13,243 共済組合納付金 12,030

公務災害補償基金納付金 108

その他共済費

　臨時職員社会保険料等 1,105

  7賃金 16,568 臨時看護師賃金 2,803

宿直代行員賃金 2,237

臨時運転員賃金 972

臨時職員賃金 10,556

  8報償費 700 報償金

　診療等謝礼 700

  9旅費 238 普通旅費

　普通旅費 20

　研修等旅費 218

 10交際費 88 診療所交際費 88

 11需用費 4,649 消耗品費

　文具消耗器材 1,132



歳出
（単位：千円）
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（款）  1 総務費 （項）  1 施設管理費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

本　年　度　の　財　源　内　訳
特　定　財　源

国　県
支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額 説　　　　　明

　図書・追録代 70

　被服費 37

燃料費

　施設管理用燃料代 253

　公用車燃料代 345

印刷製本費

　諸帳票印刷代 94

光熱水費

　電気代 1,412

　水道代 438

　ガス代 102

修繕料

　施設修繕料 716

　物品修繕料 50

 12役務費 1,219 通信運搬費

　電話料 647

　郵便料 46

　インターネット回線料 64

手数料

　X線FB検査料 42

　計量器検査料 2

　麻薬管理者申請手数料 12

　クリーニング代 21

　タイヤ組替手数料 5

　車検代行手数料等 22

保険料



歳出
（単位：千円）
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（款）  1 総務費 （項）  1 施設管理費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

本　年　度　の　財　源　内　訳
特　定　財　源

国　県
支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額 説　　　　　明

　自動車損害保険料 40

　火災保険料　 87

　医療賠償責任保険料 231

 13委託料 8,636 医療廃棄物処理委託料 178

自動ドア保守点検業務委託料 124

診療所清掃業務等委託料 1,088

防犯管理業務委託料 315

草刈作業等委託料 240

眼科医等派遣委託料 5,200

消防設備保守点検業務委託料 83

医療事務機器保守点検業務委託料 1,408

 14使用料及び 2,683 自動車借上料 723

賃借料 テレビ受信料 80

医療事務機器借上料 1,843

ケーブルテレビ受信料 7

清掃用具借上料 30

 19負担金、補 9,122 退職手当組合負担金 8,224

助及び交付 互助会補助金 81

金 その他負担金等

　医師会費 537

　全国診療施設運営対策協議会等負 100

　担金

　県診療施設運営対策協議会等負担 55

　金

　医師紛争対策特別事業負担金 3

　労災指定医協議会負担金 2



歳出
（単位：千円）
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（款）  1 総務費 （項）  1 施設管理費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

本　年　度　の　財　源　内　訳
特　定　財　源

国　県
支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額 説　　　　　明

　医学会等参加負担金 120

 25積立金 115 国民健康保険診療所運営基金積立金 115

 27公課費 40 自動車重量税 40

計 134,954 149,614 △14,660 68,704 66,250



歳出
（単位：千円）
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（款）  2 医業費 （項）  1 医業費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

本　年　度　の　財　源　内　訳
特　定　財　源

国　県
支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額 説　　　　　明

  1医療用機械 8,900 14,057 △5,157 700 373 7,827  11需用費 180 修繕料

器具費 　物品修繕料 180

 13委託料 1,788 医療機器保守点検業務委託料 1,399

超音波診断装置保守点検業務委託料 389

 14使用料及び 5,812 酸素濃縮装置借上料 5,812

賃借料

 18備品購入費 1,120 医療機器購入費 1,120

  2医療用消耗 3,340 3,500 △160 3,340  11需用費 3,340 医薬材料費

機材費 　医薬材料費 3,340

  3医療衛生材 133,743 140,120 △6,377 133,743  11需用費 131,000 医薬材料費

料費 　医薬材料費 131,000

 12役務費 2,743 手数料

　臨床検査手数料 2,743

計 145,983 157,677 △11,694 700 373 144,910



歳出
（単位：千円）
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（款）  3 介護サービス事業費 （項）  1 居宅介護サービス事業費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

本　年　度　の　財　源　内　訳
特　定　財　源

国　県
支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額 説　　　　　明

  1通所リハビ 4,367 4,238 129 766 3,601  11需用費 413 消耗品費

リサービス 　文具消耗器材 57

事業費 　図書・追録代 24

燃料費

　公用車燃料代 200

食糧費

　事業用食糧費 2

修繕料

　物品修繕料 130

 12役務費 98 通信運搬費

　郵便料 4

手数料

　介護サービス情報調査手数料 25

　タイヤ組替手数料 5

　車検代行手数料等 16

保険料

　自動車損害保険料 48

 13委託料 3,816 理学療法士派遣業務委託料 3,816

 27公課費 40 自動車重量税 40

  2訪問看護事 19,913 14,216 5,697 9,856 10,057   2給料 9,692 一般職給料 9,692

業費   3職員手当等 4,534 扶養手当 276

期末手当 2,178

勤勉手当 1,221

時間外勤務手当 700

通勤手当 159

  4共済費 2,862 共済組合納付金 2,851



歳出
（単位：千円）
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（款）  3 介護サービス事業費 （項）  1 居宅介護サービス事業費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

本　年　度　の　財　源　内　訳
特　定　財　源

国　県
支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額 説　　　　　明

公務災害補償基金納付金 11

  9旅費 28 普通旅費

　普通旅費 28

 11需用費 519 消耗品費

　文具消耗器材 57

　図書・追録代 10

燃料費

　公用車燃料代 222

修繕料

　物品修繕料 230

 12役務費 245 通信運搬費

　電話料 36

　郵便料 11

　インターネット等回線料 72

手数料

　介護サービス情報調査手数料 25

　介護サービス指定更新手数料 17

　タイヤ組替手数料 9

　車検代行手数料等 22

保険料

　賠償責任保険料 11

　自動車損害保険料 42

 19負担金、補 2,025 退職手当組合負担金 1,939

助及び交付 互助会補助金 20

金 その他負担金等

　訪問看護協会負担金 30



歳出
（単位：千円）
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（款）  3 介護サービス事業費 （項）  1 居宅介護サービス事業費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

本　年　度　の　財　源　内　訳
特　定　財　源

国　県
支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額 説　　　　　明

　研修会負担金 36

 27公課費 8 自動車重量税 8

計 24,280 18,454 5,826 10,622 13,658



歳出
（単位：千円）
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（款）  4 公債費 （項）  1 公債費

目 本 年 度 前 年 度 比　較

本　年　度　の　財　源　内　訳
特　定　財　源

国　県
支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額 説　　　　　明

  1元金 18,176 16,686 1,490 18,176  23償還金、利 18,176 長期債元金 18,176

子及び割引

料

  2利子 1,396 1,572 △176 1,396  23償還金、利 1,396 一時借入金利子 30

子及び割引 長期債利子 1,366

料

計 19,572 18,258 1,314 19,572
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１．一般職    

  （１）  総    括

993

△ 1

13 52,842

△ 510

3,708

△ 3,351

5002,283

△ 210

宿日直手当

42,388

共済費

(単位：  千円）

合  計 備  考

106,879

111,449

△ 4,570

 

 

384

6,318

(単位：  千円）

手当計

12,436 1,600

△ 594

15,000

15,289

500

通勤手当

2,073

地域手当

1,60011,842

△ 4,281

寒冷地手当勤勉手当

△ 289

6,702

期末手当 時間外勤務手当

千円千円

職員数
報  酬

人

12

給          与          費

給  料

千円

49,491

千円

区  分

本年度

前年度

比   較

3,708

扶養手当 管理職手当

1,503

計

千円

91,879

96,160

職員手当

千円

△ 930

42,388

43,318

区  分

本年度

特殊勤務手当

14,700

14,700

住居手当

270

270

医師特別手当

43,318

△ 930

区  分

本年度

前年度

職員手当の内訳

前年度

比   較

職員手当の内訳

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

※特殊勤務手当には、医師往診手当を含む。

比  較

- 24 -
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  （２）給料及び職員手当の増減額の明細

昇給月 1月 ７人

職員数 本年度 １２人

前年度 １３人

給与改定に伴う増　376千円

給与改定率＝0.81％

【他会計への異動2人　他会計から異動1人】

扶養手当△510　期末手当△594　勤勉手当384
通勤手当△210

△930

１  制度改正に伴う
　増減分

説          明 備          考

普通昇給に係る昇給間差額×12月＝52千円

平均昇給率＝0.11％
52

増減事由別内訳

千円

２  昇給に伴う増加
　分

区  分

給     料

千円

△ 930

２  その他の増減
　分

職員手当

３  その他の増減
　分

△3,779

△ 3,351

他会計との異動他に伴う減　△3,779千円

376

１  給与改定に伴う
　増減分

増減額
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  (３)  給料及び職員手当の状況

        ア  職員１人当たり給与

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

        イ  初  任  給

1-5

1-25

310,0891,298,450

281,786

426,284

６９歳４月

(単位：  千円）

303,393

４７歳２月

区                    分

５１歳１１月

146,500

行政職

393,409

477,109平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

平 均 給 料 月 額

大     学     卒

国の制度（行政職）

2-9

530,500

看護職

275,586

医師職

524,700

５７歳２月

1,326,138

237,700

看護職

146,500

174,200200,600

５７歳７月 ４７歳３月

347,985

1-1 155,600

174,200 １-1

医師職

平 均 年 齢

平 均 給 料 月 額

平成２７年１月１日現在

1-25

1-9

区          分 行政職 

平 均 給 与 月 額平成２６年１月１日現在

高     校     卒
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 　　 ウ  級別職員数

級 級 級
１級 １級 １級
２級 ２級 ２級
３級 ３級 ３級
４級
５級
６級
計 計 計

１級 １級 １級
２級 ２級 ２級
３級 ３級 ３級
４級
５級
６級
計 計 計

     (級別の標準的な職務内容）

5
2

71.4
28.6

看護職
職員数（人） 構成比（％）職員数（人）構成比（％）

7

85.7
14.3

副課長

課長

100.0

100.0

職員数（人）

1
2

100.0

2 100.0

66.7

100.0

33.3 6
1

医師職

3

2

行政職 
構成比（％）

100.0

3

25.01

100.0

75.0

3

部長

3

4

２級
係長

４級

7100.0

５級

次長

６級

看護師看 護 職 看護師

所長医 師 職 医師、副所長 副所長、医長、医師

看護師

３級
主査

１級
主事

行 政 職

平成２６年１月１日現在

主事

区　　　分

平成２７年１月１日現在

- 27 -

00030536
長方形



- 28 -

（人）

（人）

２号給 （人）

４号給 （人）

６号給 （人）

８号給 （人）

（％）

（人）

（人）

２号給 （人）

４号給 （人）

６号給 （人）

８号給 （人）

（％）

　　  オ  期末手当・勤勉手当

1

25.0 100.0 71.4

1

4

100.0

2

4.10

7

5

平成２６年１２月人事院勧告により４月遡及適用

有

13

8

有

61.5

8

職制上の段階、職務の級等による
加算措置

4.10

2.200

備考支給率計（月分）

4.10 有

2

5

7

5

2

2

行政職

3 2

2

医師職 看護職

5

代表的な職種

号給数別内訳

2.125

区     分

比率      （Ｂ）／（Ａ）

本年度

職員数（Ａ）

71.4

12

58.3

7

7

合　　　　計区　　　　分

昇給に係る職員数（Ｂ）

前年度

号給数別内訳

比率      （Ｂ）／（Ａ）

昇給に係る職員数（Ｂ）

職員数（Ａ）

  　　エ  昇 給

支給期別支給率

１２月（月分）６月（月分）

本年度

1.975国の制度

1.900

1.975 2.125

前年度
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　　  カ  定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

 　　 キ  地域手当

 　　 ク  特殊勤務手当

　　  ケ  その他の手当

代表的な職種

－

医師職 看護職

給料総額に対する比率（％）

行政職

－ 127.4

全  職  種

29.7

兵庫県市町村職員退職手当組合

備考

２－２０％加算

勧奨退職に係る措置

49.59

49.59

最高限度

２－２０％加算

49.59

（月分）

20年勤続の者

（月分）

35年勤続の者

（月分）

25年勤続の者

交 通 用 具 使 用 者 の 場 合 、 通 勤 距 離 １ km 以 上 と す る

34.5825

区     分
（月分）

100.0 －－

差  異  の  内  容

診療所医師の特別手当・診療所医師の往診手当

扶 養 手 当

通 勤 手 当

住 居 手 当

異

同

国 の 制 度 と の 異 同

支給対象職員の比率（％）（平成２７年１月１日現在） 16.7

同

49.59支給率等

代表的な特殊勤務手当の名称

区          分

支給対象地域 宍粟市

25.55625国の制度（支給率等）

区          分

34.5825

国の指定基準に基づく支給率（％） 0.0

支給率（％） 0.0

支給対象職員数（人） 0

25.55625
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地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書　　　　　　　

（単位：千円）

当 該 年 度 中 当 該 年 度 中
起 債 見 込 額 元金償還見込額

１ 過 疎 対 策 事 業 債 149,881 137,596 700 18,176 120,120

合 計 149,881 137,596 700 18,176 120,120

当 該 年 度 末

現 在 高 見 込 額

前 年 度 末

現 在 高 見 込 額
区 分

前 々 年 度 末

現 在 高

当 該 年 度 中 増 減 見 込


